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バックオフィスと現場。両方のＤＸが建設産業の生産性問題を解決する
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労働時間を短縮し生産性を向上するバックオフィスのＤＸとは？
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Ｐｅｇａ導入までのステップ

業務改善ＤＸの実現に向けた課題解決のキーワード

　建設業界では、年４月から適用される時間外労
働上限規制に対応し、デジタル化により現場業務を見
直す動きが高まっています。しかし、設計、営業、施
工といった部門をまたぐプロジェクト型業務の特性か
ら、各部門で個別に情報を管理し、同様のデータを２
重、３重で入力しています。各部門へ業務を引き継い
だ際には、その後のステータスが見えず、個別に各部門
に確認をするといった無駄な業務も発生しています。
改善しようにも、どこがボトルネックでどこから手を
付けたら良いか、その個所と優先順位が見えないとい
う声を聞きます。
　業務改善ＤＸを実現するための課題解決のキーワー
ドは、「個別最適ではなく全体最適」「ボトルネック
の可視化」「継続的な業務改善」「現場自体による実
行」の四つです。これらの課題すべてを解決できるソ
リューションとして当社が提供させていただいている
のが、「Ｐｅｇａ建設フレームワーク」というＢＰＭ
Ｓ（ビジネスプロセス管理システム）です。
　「Ｐｅｇａ」は、「業務の可視化・整理が可能」
「ボトルネック業務を可視化できる」「システム連携
に強い」「機能に応じた開発機能の使い分け」といっ
た特徴を備えたＢＰＭＳのプラットフォームです。
「Ｐｅｇａ建設フレームワーク」では、拠点や取引先
ごとに業務のやり方が異なり、いきなり統一すること
が難しい場合など、まず「叩き台」としてフレームワー
クを利用し、どのように業務が効率化できるか、どこ
から着手するべきかテーマ設定を議論できます。
　法規制や社内ルールなどの変更に伴い、業務とシス
テムの変更も必要となりますが、あらかじめ用意され
ているフレームワークを使うことで、現場業務部門で
の軽微な変更や実装が可能となります。フレームワー
クという部品を提供することで、ゼロからローコード
で実装することなく開発する際の「道しるべ」ともな
ります。
　建設業のあるお客さまへの導入事例では、営業部門

から施工部門への引き継ぎ業務にフォーカスして、機
能・導入効果を検証するＰｏＣ（概念実証）を実施し
ました。フェーズをまたぐ引き継ぎ業務は、関わる人
が多く、アナログ的管理が残っているという部分にな
ります。Ｐｅｇａを導入する前はシステム間の連携が
なく、部門ごとに同じデータを入力する無駄、回覧が
紙ベース、各帳票がファイルで作成され点在といった
課題がありました。そうした課題を洗い出し、Ｐｅｇ
ａ導入効果を検証したうえで展開計画を立てて営業や
アフターサポートなど幅広く適用領域を決め、本導入
しました。
　ＰｏＣの結果では、Ｅｘｃｅｌを複数部門で入力し
ていた現状から、プロセス情報を自動連携したことで
年間時間、ステータスを見える化したことで時
間、他システムの連携により２重、３重入力の削減で
時間、帳票のデジタル化で時間、回覧業務を無
くしたことで時間をそれぞれ年間で削減できまし
た。全体では年間時間の削減で、バックオフィス
業務の生産性が％向上しました。
　引継業務という１部分だけでも、十分な効果がＰｏ
Ｃで把握できたことにより、営業や施工、アフターサ
ポート本格導入を決定していただきました　Ｐｅｇａ
は、フロー・条件分岐が複雑、部門ごとに複数システ
ムが関わる、プロセスが長期にわたる、事後トレース
が必要、プロセスが多様で変化するなどプロセス管理
や属人管理が難しい業務ほど、高い適用効果が期待で
きます。
　さらにユーザ開発者が指定したフォルダに案件用フ
ォルダを作成して完成文書を保管しＢｏｘと連携させ
ることで、一層、ユーザにとってシンプルかつ汎用性
を考慮したサービスを提供できます。自動採番できる
Ｂｏｘ管理上のファイルＩＤで紐付けることで、その
後もリンクでＢｏｘを参照するなどの活用も可能とな
り、さらなる生産性の向上が見込めます。
　Ｐｅｇａ上でファイルを格納すると容量が圧迫さ
れ、一定の連携数を超えたら利用料金が上がってしま
いますが、当社では認定することで非課金にするエコ
ソリューションサービスも行っています。業務改善を
迅速に実現したいとお考えの建設業界のお客さまに
は、運用しやすく費用的なメリットも高い当社のＢＰ
ＭＳをご提案させていただきたいと思います。 ＣＯＮＴＲＡＣＴＨＵＢの適用業務

　当社は年にＣＯＮＴＲＡＣＴＨＵＢを活用した
電子契約システムを導入しました。現在、協力会社で
約社、事業所数で約カ所の計約人が利用
しています。当初は注文書・請書のやりとり部分のみ
で検討していましたが、業務の最前線である現場の効
率化を実現するため、個別契約である発注処理と検収
・請求処理までを実行することとしました。併せて社
内業務で利用している基幹系システムとの連携も必須
として計画をしていきました。
　社内および取引先への導入説明時には、コンプライ
アンス強化やペーパーレスによるコスト削減効果があ
ることをアピールして、早期の導入を呼びかけました。
システム連携により、当社の一般ユーザーは、ＣＯＮ
ＴＲＡＣＴＨＵＢの画面を操作することなく、自社基
幹システムの操作だけで発注から請求書処理までが可
能となっています。実際の契約書である注文書・請書
には電子署名を捺印し、その他の登録文章については、
電子捺印とするような使い分けも行っています。
　年の下半期から利用件数が増え、さらにコロナの
発生により、伝票処理から電子処理への移行が一気に
加速しました。当社では、年間８万件程度の発注件数
があり、現在その％までＣＯＮＴＲＡＣＴＨＵＢに
よる電子契約となっています。
　本社の推進事例として、大きく３点が挙げられます。
一つ目は、全国９支店での操作説明会の開催です。支
店別に取引先向けと社員向けに分けて実施し、本シス
テムの導入目的と期待される効果について触れ、実際
に取引の操作を行う画面を用いたデモンストレーショ
ンを行って操作上の流れを説明しました。
　二つ目は操作マニュアル、説明動画の作成・整備、
Ｑ＆Ａの展開です。取引先向けと社員向けにそれぞれ
独自のマニュアルを作成し、問い合わせが多い内容を
Ｑ＆Ａ形式にまとめて全店公開のページで共有しまし
た。三つ目は、支店向けのお知らせや全店会議を通じ
て、各店の利用状況を都度共有したことです。各店ご
との傾向と対策を把握、検討し、相互の意見交換をす

る機会を設けたことにより、他店での利用率も把握し
た上で、自店での導入率を向上しようとする各店側の
意欲を高めることができたと思います。
　全店の中で一番管轄受注規模が大きい東京本店では
本店独自の操作説明会を開催しました。本社版説明会
の内容をもとに各部課、事業所向けに説明会を開催し、
一つ一つの組織に対し、丁寧に説明を行う小回りが利
いた対応を行いました。内勤の発注担当チームからは、
従来の紙伝票で提出してきた協力会社個々に電子発注
に切り替えて取引を行っていただくよう、システム登
録の方法を随時紹介し、システム登録を促しました。
各部署や現場を担当する担当課長、現場所長からも協
力会社に対し、直々に電子発注へ切り替えていただく
よう依頼をしました。
　今年月より開始されたインボイス制度への対応に
ついては、取引先の情報を取得するサービスも利用し
ており、請求書提出依頼を実行する際に、取得してい
る取引先の適格請求書発行事業者登録番号をあらかじ
め設定して、取引先側の画面に表示させる機能を含め
たシステム改定を行いました。
　ＣＯＮＴＲＡＣＴＨＵＢは契約と文書の２階層で管
理します。階層管理により、取引完了までに授受した
文書や、授受すべき文書が画面上で一覧で確認できま
す。指定した案件に紐づく書類を表示できるほか、文
書の種類や文書の金額、日付、工事件名などの属性情
報を使って、情報を検索できます。
　今後は、ＣＯＮＴＲＡＣＴＨＵＢの利用範囲を発注
前段階にある基本契約締結や、工事で発生する経費以
外の経費請求等で広げられるかを検討しています。適
用する業務範囲の拡大だけでなく、グループ会社も含
めた包括的な運用も検討課題としております。また、
契約関連における参照したい資料等を一括確認できる
ような環境を整えることも今後の課題と捉え、さらな
る展開を目指していきます。

ＣＯＮＴＲＡＣＴＨＵＢとは
　ＣＯＮＴＲＡＣＴＨＵＢは工事請負契約での見積
もり注文、検収、請求といった段階それぞれの電子
取引の流れを全て管理します。工事の情報と、その
工事に関わる見積書注文書、請書、検収明細書、請
求書などの授受の履歴を全て管理でき、電子帳簿保
存法対応の文書保存や高度な検索機能を備えていま
す。プロジェクト番号や文書管理番号、主管部署名
など項目にわたる属性、文書の契約単位にアク
セス権限を設定でき、基幹システムと連携して、基
幹システムの番号とＩＤで紐付けすることも可能で
す。文書の順番、抜け漏れをチェックし、コンプラ
イアンスを強化します。署名方式は文書ごとに当事
者著名、事業者署名、電子捺印、非署名などを設定
できます。
　ＣＯＮＴＲＡＣＴＨＵＢの活用により書類管理作
業の大幅な軽減、発注業務の生産性向上を実現し、
お客さまの事業推進、会社経営の効率化に貢献いた
します。
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付
加
価
値
労
働
生
産
性
は

製
造

業
の
半
分
の
３
０
０
０
円
で

全
産
業
平
均

と
比
べ
て
も
１
０
０
０
円
以
上
低
く
な

て

い
ま
す

付
加
価
値
額
と
は
会
社
の
粗
利
益

の
よ
う
な
も
の
で

建
設
業
は
こ
の
付
加
価

値
額
が
他
産
業
よ
り
低
い
う
え
に

働
い
て

い
る
人
の
数
や
労
働
時
間
が
多
い
た
め

付

加
価
値
労
働
生
産
性
が
低
く
な
り
ま
す


　
生
産
性
に
は
労
働
生
産
性
と
は
別
に

二

つ
の
物
的
生
産
性
が
あ
り

そ
の
一
つ
は
建

設
業
で
言
う
と
単
位
時
間
当
た
り
作
業
数
量

の
歩
掛
か
り
で
す

分
子
と
な
る
作
業
数
量

を
上
げ
る

あ
る
い
は
分
母
と
な
る
労
働
者

数
・
労
働
時
間
を
減
ら
す
こ
と
で
歩
掛
か
り

は
高
く
な
り
ま
す
二
つ
目
が
稼
働
率
で
す


現
場
に
い
る
８
時
間
の
う
ち
の
実
質
的
な
作

業
時
間
の
比
率
で

そ
れ
以
外
は
無
駄
な
時

間
と
し
て
扱
わ
れ
ま
す

多
く
の
職
種
の
職

人
が
従
事
し
て
い
る
現
場
で
は

そ
の
職
種

間
の
﹁
つ
な
ぎ
﹂
の
と
こ
ろ
で
手
待
ち
が
発

生
す
る
た
め

稼
働
率
が
低
く
な
り
ま
す


　
た
だ
物
的
生
産
性
と
労
働
生
産
性
は
必
ず

し
も
一
致
し
ま
せ
ん

物
的
生
産
性
に
は
労

働
時
間
や
残
業
時
間
を
減
ら
し

か
つ
効
率

的
に
多
く
の
仕
事
を
す
る
と
い
う
こ
と
が
求

め
ら
れ
る
の
で
す
が

残
業
が
減

た
ら
手

取
り
が
減
る
な
ど
賃
金

処
遇
上
の
問
題
が

生
じ
ま
す

物
的
生
産
性
の
向
上
は

労
働

者
の
努
力
に
よ
り
ま
す

労
働
生
産
性
の
向

上
が
賃
金
の
増
大
と
イ
コ

ル
に
な
ら
な
い

と

働
き
方
改
革
は
う
ま
く
い
き
ま
せ
ん


　
英
国
政
府
は

年
に
建
設
産
業
分
野
の
戦

略
と
し
て

建
設
コ
ス
ト
と
ラ
イ
フ
コ
ス
ト

を

％
削
減

工
期
を

％
短
縮

温
室
効

果
ガ
ス
の
排
出
量
を

％
削
減

徒
弟
︵
見

習
い
︶
を
年
２
万
５
０
０
０
人
に
増
強
と
い

う
目
標
を
打
ち
出
し
ま
し
た

こ
の
戦
略
の

キ

ワ

ド
が
﹁
Ｏ
ｆ
ｆ
ｓ
ｉ
ｔ
ｅ
︵
オ
フ

サ
イ
ト
︶
﹂
で
す

現
場
か
ら
離
れ
た
場
所

で
計
画

製
造

加
工

組
み
立
て
な
ど
を

行
う
考
え
で

オ
フ
サ
イ
ト
建
設
を
進
め
る

こ
と
に
よ
り
技
能
者

工
期

経
費

廃
棄

物
が
減
ら
す
こ
と
が
可
能
に
な
り
ま
す


　
シ
ン
ガ
ポ

ル
で
は
政
府
主
導
で

Ｐ
Ｐ

Ｖ
Ｃ︵Prefabricated Prefinished Volu

m
etric Construction

︶
に
よ
る
建
築
工

事
の
オ
フ
サ
イ
ト
化
が
加
速
し
て
い
ま
す


自
立
型
３
次
元
モ
ジ


ル
を
オ
フ
サ
イ
ト

の
製
造
施
設
で
仕
上
げ

固
定
具
や
継
ぎ
手

で
完
成
さ
せ
て
か
ら
オ
ン
サ
イ
ト
に
搬
送
し

て
設
置
し
ま
す
ま
た﹁
Ｄ
ｆ
Ｍ
Ａ︵Desig

n for M
anufacturing and Assem

bly

︶

﹂と
し
て
建
築
構
造
設
備
な
ど
プ
レ
ハ
ブ

部
材
か
ら
完
全
な
組
み
立
て
ま
で
オ
フ
サ
イ

ト
製
造
を
促
進
し
て
い
ま
す

基
本
的
に
世

界
は
こ
の
方
向
に
進
ん
で
い
る
よ
う
で
す


　
Ｄ
Ｘ
化

自
動
化
に
は
省
力
化
・
省
人
化

と

可
視
化
・
フ


ド
バ

ク
の
二
つ
の

目
的
が
あ
り
ま
す

個
人
に
蓄
積
さ
れ
て
い

た
情
報
や
ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有
・
水
平
展
開


情
報
の
真
正
性

同
一
性
の
確
保
が
可
能
と

な
り
ま
す

産
業
構
造
・
生
産
シ
ス
テ
ム
の

変
革
が

日
本
の
建
設
業
の
未
来
に
と

て

最
も
重
要
な
課
題
で
す

未
確
定
事
項
が
少

な
く
な
い
実
施
設
計
図
面
を

施
工
者
が
い


た
ん
確
定
度
を
下
げ
て
見
直
し

施
工
の

観
点
を
加
え
て
詳
細
検
討
す
る
生
産
設
計
の

段
階
で
ま
た
確
定
度
を
上
げ
て

現
場
で
す

り
合
わ
せ
な
が
ら
最
後
に
１
０
０
％
に
持


て
行
く
の
が
日
本
的
な
や
り
方
で
す

こ
れ

を
前
倒
し
し
て
検
討
で
き
た
ら

よ
り
早
く

設
計
を
決
め
ら
れ
る
と
い
う
考
え
方
が
フ
ロ

ン
ト
ロ

デ

ン
グ
で
す

設
計
が
早
く
確

定
す
れ
ば
着
工
を
前
倒
し
で
き
る
の
で
工
期

も
短
く
で
き
ま
す

さ
ら
に
は
発
注
者
や
施

工
者

専
門
工
事
業
者
な
ど
が
初
期
の
段
階

か
ら
協
業
す
る
Ｉ
Ｐ
Ｄ︵Integrated Proj

ect Delivery

︶
を
制
度
化
で
き
れ
ば

ゼ

ネ
コ
ン
だ
け
で
な
く
専
門
工
事
業
の
知
識
を

活
用
す
る
こ
と
が
で
き

施
工
段
階
で
の
手

戻
り
を
減
ら
す
こ
と
が
で
き
ま
す

ま
た


そ
う
し
た
知
識
と
ス
キ
ル
が
適
正
に
評
価
さ

れ
れ
ば

施
工
側
が
よ
り
付
加
価
値
の
高
い

フ


を
得
る
こ
と
が
で
き
ま
す

こ
れ
は

オ
フ
サ
イ
ト
建
設
や
Ｐ
Ｐ
Ｖ
Ｃ
が
立
脚
す
る

Ｄ
ｆ
Ｍ
Ａ
の
考
え
方
と
同
じ
で
す


　
設
計
・
施
工
分
離
の
案
件
で
も

実
際
に

は
ゼ
ネ
コ
ン
が
か
な
り
早
い
段
階
か
ら
施
工

の
検
討
を
始
め
た
り

サ

シ
メ

カ

や

鉄
骨
フ

ブ
リ
ケ

タ

が
参
画
し
た
り
し

て
い
ま
す

そ
の
プ
ロ
セ
ス
が

今
の
と
こ

ろ
は
目
に
見
え
る
形
に
は
な

て
お
ら
ず


サ

ビ
ス
業
務
に
な

て
い
ま
す

要
す
る

に
付
加
価
値
の
高
い
仕
事
が
サ

ビ
ス
に
な


て
し
ま

て
い
る
た
め
に
付
加
価
値
労
働

生
産
性
が
上
が
ら
な
い
の
で
す

誰
の
ノ
ウ

ハ
ウ
に
よ

て
何
が
決
ま

た
か

そ
こ
に

ど
の
よ
う
な
知
的
財
産
が
入

て
い
る
の
か

そ
の
部
分
を
し

か
り
と
見
え
る
化
す
る
の

が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
や
Ｄ
Ｘ
化
の
目
的
な
の
で
す


　
日
本
の
建
設
業
界
が
持
続
的
に
発
展
し
て

い
く
た
め
担
い
手
確
保
働
き
方
改
革
生
産

性
向
上
産
業
構
造
・
生
産
シ
ス
テ
ム
の
変
革

と
い
う
四
つ
の
実
現
に

業
界
が
一
体
と
な


て
取
り
組
ん
で
ほ
し
い
と
思
い
ま
す
 付加価値労働生産性の比較（出典：日本建設業

連合会建設業デジタルハンドブック）


